










































































































































































































































































































































































































































 2006 年、NII の CSI 委託事業に採択され、DSpace により機関リポジトリを構築、2007 年




ある。ライセンスを二つ購入し、Research & Education Resources と Special Collections と
いう独立 たメニューを用意する方法をとっている。同一システム上に二つの機能を有する形
                                                                                                                                                  


















































































































階層レベル 案A 案 B 案 C
コミュニティ フォンド 日本・旧満州鉄鋼業資料
サブコミュニティ シリーズ 内容分類（A～ Z） シリーズ
内容分類
（A～ Z）



























要素 限定子 junii2項目名 oai_dc項目名 書誌記述項目
contributor author creator dc:creator 編著者名
coverage temporal temporal dc:coverage 文書作成年月日
date issued dateofissued dc:date 文書作成年月日
identifier
uri URI dc:identifier ※自動付与
refcode dc:identifier 整理番号
description
uri description dc:description ※http://rcisss.ier.hitu.ac.jp/Japanese/guide/collections/suitsu.html












iso639-2 language dc:language 言語
relation ispartofseries relation dc:relation コード番号＞アイテム・ナンバー




title none:なし title dc:title 書名
type NII NIItype dc:type
※国立情報学研究所メタデータ主題語
彙集（資源タイプ）に基づき入力。全
て「Others」
・※印は書誌記述項目にない追加項目を示す。
・DSpace必須項目、書誌記述項目、追加項目の対応部分を抜粋している。
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最も粒度の細かい情報だけを流通させて、検索に引っかかったとしても、果たして利用者は資
料群のコンテキストや全体像まで把握することができるだろうか。この疑問に対する苦肉の策
として、relation項目にアイテムが属するファイル、シリーズの情報を入力する、資料群全体
について記述されたウェブページのURIを入力するなどが考えられる（表２参照）。relation項
目はダブリンコアの15要素の一つで、ハーベスティングの対象となっている。
　課題がある一方、代えがたい利点もある。一つは外部サービスと連携する際のデータプロバ
イダ側の省力化が図れることである。サーバ間で自動的にデータがやり取りされるため、デー
タ更新のたびに人手がかかることはない。次に、資料群ごとにシステムを構築する場合と違い
（システム間の横断検索機能をあらためて用意すれば別だが）、リポジトリに集約すればその機
関が所蔵するアーカイブズ資料を一括検索することができ、コレクション全体としてのアピー
ルがしやすい。そして何より、メタデータが拡散し可視性が向上することである。さまざまな
外部サービスに流通するほか、Google、GoogleScholarなど検索エンジンにも収集されること
で、資料の利用機会の増加につながる。電子図書館構想の失敗に見るように、まず利用者に発
見され存在を認知されることが、その後のデジタルアーカイブの普及・発展にとって欠かせな
い。
　ここまで機関リポジトリという事例を取り上げてデジタルアーカイブ構築を論じてきたが、
筆者は機関リポジトリを手放しで推奨するつもりはない。技術的課題を脇においても、本学に
おけるデジタルアーカイブ運用方針について、再検討の時期に来ているのではないかと感じて
いるからである。本学の貴重コレクションにふさわしいメタデータ設計および提供方法はどう
あるべきか、長期保存用データを最終的にどこでどのようなフォーマットで保存するのか、サー
ビスの長期継続性をどう保障するのか、といった視点が置き去りにされてきたように思える。
本稿ではこれらの点を掘り下げて検討することができなかったが、１節で見たような最新動向
を踏まえつつ、デジタルアーカイブ運用の方向性については今後も研究課題としていきたい。
おわりに
　ハーナッドの転覆提案から21年、OAI-PMHの登場から14年が経過し、その間も情報技術は
目まぐるしい発展を続けている。OAI-PMHはリポジトリ、ディスカバリーサービスなどで活
用され、Europeana、米国デジタル公共図書館（DPLA）でも採用されるなど、一定程度成
功をおさめたモデルと言えるが、全く問題がないわけではない。収集がリアルタイムでない、
本文データを収集対象としていない、図書館界以外では普及していないことが指摘されてお
り31）、この欠点を克服する新しい規格ResouceSyncが策定され、今後どう活用されどこまで普
及するかに注目が集まっている。しかしながら、ハーベスティングによる分散型ネットワーク
システムという仕組みそのものは、システム間連携のスタンダードな手法として今後も引き継
がれていくと思われる。
31）林豊「CA1845 -ResourceSync：OAI-PMHの後継規格」『カレントアウェアネス』No.323、2015
年３月20日（http://current.ndl.go.jp/ca1845）。
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　加えて、今後のアーカイブズ情報共有のあり方を三つのポイントにまとめてみた。
　　①メタデータ相互運用性の確保
　　②オープンソースの活用
　　③LinkedOpenData（LOD）の推進
　①相互運用性とは、繰り返しになるが、機関の役割や所蔵資料の特性を損ねてまでメタデー
タ統合することを意味しない。適切なメタデータを過不足なく記述した上で、連携できる部分
については標準準拠でデータ提供する。そうすることによって無理なく多様な機関が連携する
ことが可能となる。また、仮に機関の統廃合や予算の枯渇によりサービスが継続できなくなっ
ても他機関に引き継ぐ余地を残しておける。
　②オープンソースの活用については二つの意味がある。まず、商業ソフトに依存しないこと
で、サービスの長期継続性を図るものである。もう一つは、他機関とノウハウの蓄積が共有でき、
予算・ノウハウに乏しい機関の参入のハードルが下がることである。本学のDSpace導入もそ
の一例である。多くの機関の参加が促されれば、アーカイブズ情報の蓄積が豊かになり、デジ
タルアーカイブ連携の意義は増していくだろう。
　③LODは、WWWのデータ版とも言われるが、あらゆるデータにURI形式の識別子を埋め込
みデータ同士をリンクさせて利用できる仕組みを指す。１節で見たデータのオープン化とデー
タをリンクさせることの双方が組み合わされて、これまで考えられなかったようなデータの活
用方法が生まれ、新たな知が創出されることが期待されている。NDL、NIIでは既に一部デー
タをLODとして提供しはじめている。アーカイブズ情報においてもLODを推進したい。オー
プンガバメントが対象とするような官公庁のデータだけでなく、多様なアーカイブズ資料を対
象に、フォンド、シリーズといった単位に識別子を付与し流通させることで、歴史研究などの
手法にも画期的な変化が生じるのではないだろうか。また、３節３項で明らかになったような
アイテムレベルに偏った発信力という弱点も解消できるだろう。
　情報のつながりから新たな知が生まれ、それを共有しつなげることでまた新たな知が生まれ
る。デジタルアーカイブはそうした知の循環を起こす基盤となるものである。アーカイブズ情
報をそこへ組み込むにあたって、本稿での検討が僅かなりとも役立てば幸いである。
謝辞
　本稿は2014年度アーカイブズ・カレッジ（長期コース）修了論文「機関リポジトリによるデ
ジタル・アーカイブ構築―日本・旧満州鉄鋼業資料を事例として―」を改稿したものである。
本論文執筆に際しては、加藤聖文先生（国文学研究資料館研究部）にご指導いただいた。また、
一橋大学機関リポジトリの担当・附属図書館電子情報係より貴重な情報提供と助言をいただい
た。この場を借りて御礼申し上げたい。

